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経済！JH発研究所（EconomicDevelopment Institute）は

1955{f乙に凶際復興IJll発銀行によって，低IJflJe凶政府の経

済活動促進のために設立された。 Wttterstonは各国の経

済計四の~肱・機構についての研究を担当じているが，

モロッコ，ユーゴスラピアにつづいて，パキスタンをと

りあげた。

パキスタンにおける此JUW日発青1・1出iの作成，実ぬ.；姐在il,

計画実臨機構，成果を歴史的にあ・とづけ，その成功・失

敗を他の低1J日発l胡；m閣の1J目先行政改普に役立てようとす
るものである。 I.「}f；論J,II. 「歴史・経済・政治的

・t't Ji!:」で地域的桔益が大きいこつの地域で構成されてい

るパキスクンの特妹な梢1与をまず＇if見制する。皿． 「独立
初JUJのa1・1tt片化J,IV. rt(~ 1 次 5 ブ•J:il主~I·回J, v. rtn 2次
5ヵ年tt・f・凶」の31（！：で，各計画期ごとに言｜・図作成，機拙，

尖施，成果をまとめ，.VI.「第3次5カ年計回」〈まだ正

式に決定していないので，新fJ日報道によっている〉で計

闘の慨袈・ m慌を示し， ・vll. 「評仰と結論」で全般的な
i評定をあたえている。付録，計画機関年表，文献目録。
Waterstonは， il"I曲iの成来として部門間の不均衡が大

きいことを指摘し，政治的安定と政府の確固たる支持が

計画の遂行tこあたって重・要であることを強調しているo

〈中村〉

Gr. Brit. Treasury, .11id to deueloρing COUil・ 
tries, Presented to Parliament by Chief Secre-
tary to the Treasury by command of Her 
Majesty, Sept. 1963, London, H. M. S. 0. 1963, 
6lp. 

イギリス政府が1960年以来3年ぶりに発表したいわゆ

る『低開発国援助白書』。政府ペースの2国間援助，技術

援助，多国間援助ι民間ベースの海外投資，延べ払い
がとりあげられているが，対閤民所得比では世界ーをほ

こる民1/lJ投資と延べ払いについては，ダークも示さず，

わずかlぺージでその役；1/IJのill要性を指摘するにとどま

l丞I:,ll：資料部

る。抑2次大ij決後の；l{at・1i憶がン 1：という 2凶1m援助
は，！U'i与（7.l{i白ボン！っとm'il火（4.BL［ポンド〉にわけ，
令j也j此凶jJIJに~｛ドの尖縦を示すとともに，接日）J資金の

1生怖，条件を述べ，各支出機｜均別に，また被控I.YJ国別に，

きわめて(:if搬にその~制を報告している。多凶l間援以1と

技術援助lιついては， i通際的n~·機関を通じる援助の現状

を述べるとともに，付表でその;u献を示してイギリスの
役割が，資金U持、専門家と研究地設の利用，計画の述

也・の3点にあることを強－調している。なお民間投資の央

縦は，この白illとは別tC.，毎年Boardof 'I‘radcによっ

て発去されている （Boardof Tmde Jom・nal,63{J:.ll月

15日号〉。（！Jj(lll) 

SC川・ch,Economic implica宇ionsザ the}>resent 
I National Council of抑制
papers, no. 5) 

1.j.1印国境紛争の激化によってインド政府は1962年10月

手1~·1:~·事態を宣言した。そのm：後に国家開発謀議会は第 3

次5ヵ年計四を国家防衛の不可欠の一部分とみなし，事

態に対処するために必~な方向転換によって計画を成以J

~J!にかっすみやかに遂行するよう要請した。この非常事

態の政治的問題のみでなく社会的・．経済的影響について

はすでに新聞雑誌において多くの論評がなされている。

本書は，その影響のとくに財政的・経済的側面を現行の

5カ年計画との関述において考察したもので，応用経済

研究所の年次会議での討議によって生まれたものであ

る。 t(H部では，防衛力増強のために必要とされる防衛

支出（1963～64年の追加支出55億Jレピーと同じ水準が維

持されれば1965～66年までの国民所得にしめる年間防衛

支出の平均比率は約5%）がインド経済全体に及ぼす影

響と，さらに主要経済部門，すなわち工業，農業，電力，

迎ii由，人的資源の動員，外貨，物価に対する影・智が分析

されるot(S 2部では， 1963～64年度の予算の特色を，と

くに新しく導入された超過収益税と強制l貯蓄計画につい

て検討する。非常事態はインド経前にたいする挑戦であ

り同ll~j：に好機会とすべきである，釘~3 次 5 カ年計画の核

E。7
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心は維持すべきである，防術と！J日発のための資金｜問題~t

深刻であるが現存の社会経箭構造の能力を越えるもので

はない，というのが応用経済研究所の見解である。（浜口）

I j Ha M I IB' Clu be E ic R 1 I search and Training Foundat.ion, ・Nat，初 alE 
income of I11di，α；growth and distribution, n 
1950～51 to 1960～61, Bombay, 1963, 271 p. H 
(Research publication series, 4）目

第 l 次および~t2次の5;,'J 年計回WJl~1におけるインド

的国民所得の成長と分配パターンの変化にかんする突証

的研究。同(I~；・に，とく 1::::.1t~開発国イン！との国民所得分析

のためのデータの限界と仮定および方法上の諮問題が検

討されている。 ml部「！J司民所得の経済的基礎Jでは，
インド経済の特性， 1948～49年以前の国民所得計算， m
f{H'l"t1の基礎的仮定が考察され，第2部「闘民所得の成

長」では，はじめの2次の計削JPJ!日jの国民所得成長のif.ii;

き，人口・物価と成長率，経済日行部門別国民所得の成長，

経済成長の決定諸嬰凶，国際比較が論じられる。節3部

「国民所得の分配」では， jJ!k村と都市の分配パターン，

階層別個人所得，法人および財産所得，州別所得の分配

の災情と訪問題の指摘がなされる。巻末には本書での分

析の基礎とされた主要データが図示されている。

I.M.C.の経済調査教育財団は各種の経済問j抵の科学

的調査を促進し，実際の企業経営のために使宜をはかり

教育を行なう目的で1959年に設立された非政治的民間団

体で，ほかに Inflationill a devclopi11g economy(1961) 

や Resourcesfor the Thi rel Five Year Plan (1961）な

どを山版している。 （浜口）

自IrvingSwerdlow eιI., Dcvdopme11t administ・ 0 
目ration ; conccj>ts and j,roblems, Syracuse, Jj 
u Syracuse Univ. Press, 1963, 162p. U 

発展途上の諸国にとって，開発行政の問題は経済開発

のかなめの問題として盛裂になってきている。この論文

集はu日発行政の多面的な性格をそのまま反映している。
Merle Fainsocl「開発行政の構造」は行政機構改革によ

る能率向上の問題，その限界をとりあげ， LucianPye 

「国家l摘発の政治的文脈」は，新興闘と先進国における
行政の7.;'j;I床の差異を論じる。 JayB. Wescott「開発途上

の諸国における政府構造J は，インド，パキスタンの~

例に言及しながら，低IJ日発闘の行政組織の問凶をとりあ

げ， AgchanandaBharati「開発行政における文化的防．

t~~J は開発行政と伝統的文化のmi旭をインドを事例とし
て論じている。 PaulMeadows「変革および開発行政ヘ
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の動機」は変i'1'i.をうけいれやすくするコミュニケーショ

ンの戦略を， Ir叫ngSwerdlow rJ泊先行政の一部として

の経済学Jは，経済成長を近代化企過程と混同されてい

る理由，行政官によってしばしば見落とされている重挺

な経済関係をとりあげる。 EverettE. Hagen「行政と経

済開発における民間部11'J」は，私企業の栄たすべき役割

を， AlbertWaterston「“進歩のための同盟”における

計闘の作成」は，ラテン・アメリカ諸国における計画の

役割lを論じている。 〈中村〉

RA. J. Hughes, East Africa: the scarc:h for a 
il unity ; Kenya, 1'a11ga11yika, and Za11ziba1; g 
U Harmonclworth, Penguin Books, 1963, 278p. ~ 

本訟は，新しく政治的独立を独得した旧イギリス倒見｛

アフリカ4カ同の辿邦形成への歩みを，鹿史的な変遷過

程の中からとらえ，その羽¥kの~と発展動向を明らかに

しようとしたものである。

本市は大別して三つQ)fffll11Jから構成されており，ーつ

は，アフリカの自然（1＜；・社会的綿糸件とイギリスなど西

欧列強の阪神，二つは，タンガニーカ，ケニヤ，ウガン

ダそしてザンUパルの11:1イギリス領東アフリカ各閣の独

立と政治的発展，そして三つは，政治的辿邦とパンアフ

リカユズムとの関係，辿邦形成への動機，生成発展過程，

将来への方向などを論じている。さらに付録として，各

国政府による述調S'.i!r言が掲』低されており，各国首・JI抵の辿

邦への考え方がじ/J~Iこ読みとれて有益である。

なお，若者・は，オックスフォード大学で政治・経済学

な専攻した新進気鋭のジャーナリストで， Tunganyka

Sta11dard, East African Standardなどのレポ｝ターを

勤め，さらにケニヤ・アプりカ入国民同盟（KANU）の

報道渉外担当官などをしている東アフリカ過の l人であ

る。〈凶{R)

~ Jose Luis Cecci'l,L Gamez, Elι可＇＞italismo1110・d
H noρolista y la eco11omia mexicana, Mexico, H 
ll Cuadernos Americanos, 1963, 313p. U 

メキシコの大企業400社中233祉は外国資本の支配下に

ある。その収益は400祉の総収益額の55%である。これ

ら外国資本の多くが北アメリカ資本である。メキシコお

よびラテン・アメリカ諸国民の生活水準の向上と完企な

独立を闘う著者は，それを妨げる最大の陣容はこの北ア

メリ力独占資本であるとして，前3寧でその構造分析を

行ない，終mで民主的な問家発展計四のビジョンを提起
している。すなわち， t(H章で，アメリカ合衆国経済の
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独占資本形態を，銀行の集中，工業の集中，それを操

る4大財閥，それら財閥の動かす政界の動き（Mckinley

から J.F. Kennedyまで）の中につぶさtこみ，国家独占

資本の段階に述したアメリカ資本主義の実態を，多くの

図表を駆使して柿きだしている。鍔 21立では，前~で分

析したアメリカ国家独占資本の発展の論理のーっとし

てのメキシコへの資本投下の突態を，金融，工業および

各財閥別に明らかにしている。第3草ではメキシコのマ

スコミ界に日に見えぬ大きな影轡力をもっ外悶特に北ア

メリカ資本の活動に注目している。ちなみにメキシコの

テレピ番組40flTi中30積が外国資本のスポンサーの手にあ

．り，ぅ・t,20秘を北アメリカのそれ対占めているという。

最後の第4草では，まずメキシコの大衆の生活水準の向

上と完全独立への芯：欲に対して否定的な勢力として，北

アメリカの直接資本投下による支配と，それと結びつい

て上府階級を形成する買弁資本家，教会，労働・民民運

動の千年生的裏切り的!11z.i1者間，外開およびメキシコの独
占資本の利誌に結びつく述邦，針｜および部市の政府をあ

げている。肯定的勢力としては，部11'こ，閑民の利益を

代表する労働迎励のリーダーたちを， w2『こは，大企業
の支配下にあり常にプロレクリア化への危険にさらされ

ている中小企業主たちを指摘している。そして最後に，

民主的な国家のfj・定的な役；月ljを説いたのち，アメリ力合

衆悶によって外国の大独占体をおしつけようとする「進

歩のための同期」とは質的に県なったメキシコ発肢青｜－聞

を提起している。文rpおよび巻末付録の膨大な図表がわ
かりやすい。その主なものは，アメリカ 4大財Ilk！下のメ

キシコ50祉の系列図，メキシコ大企業40011：，外間資本統

制l下のメキシコ企業 100 社，強力な外国~木参加下のメ

キシコ企梁71社，メキシコ公常企業4111：，メキシコ民UIJ

企業など。なお，この著者はメキシコ経済史学者 Jesus

Silva Herr.ogにささげられている。（三宅）

a Angel Bonifaz Ezcta, Co11trib11ci611 dql derech_n H 
n del trab可oa la refo，・maagrm・ia me:cicana, tl 
fl Mexico, Editorial Stylo, 1963, 16lp. fl 

メキシコの土地改本は， 1910年の社会本命に対日を発し

て， 1917年に1UIJ定された新日民法に法づいて若手され，今

日に至っている。

私有財政権を制限することを規定する儲法27条にのっ

とって土地配分が行なわれ，多くの民民はその恩恵をう

けた。しかし現実には大土地所有制！？ま今もなお残存し，

そこに働く民民は依然として｛J.~い生活に甘んじている。

共有地に働く£注民，土地を持つ股民さえもが~Jj百棋を庇

迫されているoこのような観点から，本揺は土地改革の過

去，現状をJkそ法および土地法に焦点をあわせながら分折

し，今後いかにあるべきかを論ずる。著者は特にpeonaje

と呼ばれる日給労働者の存在が土地改革目的達成の防容

となっており，かれらの生活権の保護のために労働法が

正ししきびしく適用されなければならぬとし，そのご

とが土地改t(i.の目的につながるものであると強調する。

内容は4部にわかれ， m1 m~，土地問題のー般概念，
San Luis Potosiの計四， Ayala計四の土地問題， 1lli法

の本質と内容，第2部， 1910年の土地の現状，土地改革

の目的と手段，第3珂l，こ｜二j也改了1'i.の木質，共有地・小土

地所有.ti村における労働改1(,:,tn 4部，土地法と土地
問題，労働法と土地改：，y，：の関係等に大別される。くはIITT)

日Caf>ital estrangeiro 110 Brasil, 1961. Vol. 1, 2. ! 
ti Sao Paulo, Editora Banas, S. A., 1961, 2v. ~ 

プラツJレjfg梁を対象にした企業調先では，すでに多く

の央紙を持つ，パーナス経済調査所 （PesquisasEcono 

micas Banas, S. A.）が鰯鉱した外国企梁使覧。ブラジ

ル進出の外国系企業2000社以上を対象に， 1960年10月現

記の，本社所在地， f,lj立年，役員，資本金の般移，？Jr柴

内容，株主椛成，資産内容を調査したもの。

1957年に初版， 1959年に~~2 ）庇カqu）肱され，オミ1Hは第

3阪にあたる。投資問は， TYf北アメリカ，イギリス，

EEC訪問，日本，台務，ユーコ二チェコの約30カ医l，本

文の配列は，国別，産業別，巻頭に！な，問別，際業別に

総投資額を分析した総術部分があり．巻末には，~梁名

索引がついている。 〈小原〉

~ William Henderson, eel., Southeast Asia; n 
fjρroblems of United States J>olicy, Cambridge, !] 
U Mass., The M. I. T. Press, 1963. 273p. U 

Zl'S2次世界大戦後に急速に発展したアメリカの東南ア

ジア政策は，成功しているとはいし、がたい。アメリカの

役；If＼］は年々増大しているが，現在までの政策の適切性に

ついては批判の戸もあがっている。 1963~5月に，ニュ

ーヨークでアジア研究学会とアジア協会との共｛慌で30人

の学者が集まり， 「東南アジアにおけるアメリカ政策に

関する会議」が開かれた。木市にはその際に提IUされた
報告llj市を収録しているo もちろん各舗とも，アメリカ

の対東南アジア訪問にたいする政策，態度をとりあげて

いるが，社会・文化側而にもわたり多角的である。報告

者はいずれも地域研究者として有名な学者である。収録

されている論文は， J.F. Cncly（限史，ピルマ）「東南ア
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ジアにおけるアメリ‘カの政策の歴史的背景」， C.Wol百

〈経前開発，援助〉「アメリカにたいする東南ア~アの

“価値”」， C.Geertz （文化変容，インドネシア）「東南ア

ジア諸国における政策の社会・文化的構成J,D. Wurfel 

（国際政治．フィリピン）「国際政治にたいする京市ア~

ア諸国の反応の類型J,R. M. Smith 「アメリカ外交政鍛

についての東南アジア人の見解」， F.N. Trager （政治，

ピルマ〉「東南アクアにおける共産主義の挑戦」， J.M.

Allison （外交，元日本，インドネシア駐在大使〉「東南

アジアにおける外交政策；政策の限界J,R. H. Finelcl 

〈外交．東南ア~ア）「SEATO についての一つの見解J,

A. A: Jordan （対外援助〉「東南アジアにおけるアメリ

力の援助」， P.M. Linebarger （国際政治，締：J:10「京市
アジアにおける政策の心離がJ手段〈コミュニケーショ

ン）」， W.Henderson （同際政治〉「京市アジアにおける

アメリカ政餓への反祈J。（相J)

cmumym A¢pu,cu 3,co11,o」tll切 CICOC no必O・
｜州HCCC …H A uu uい l即
Moc1《Ba,113.11.BO, BocTO"ltlO!I Jh1tepaTyp。c， 
1963, 617c，ー

アジア・アフリカ関係の定WI刊行物のーっとして，モ

スクワの京方文献HI!仮所から発行されている経涜年能。

ソピェト科学アカデミー・アクア民脹研究所とアフリカ

研究所の共同編集になるo内容は各智i統計を中心に，ア

ジア・アフリカ新悶の各年の政治・経済・社会の動向を

概説したものであり，ソヴェトにおけるこの方而の｜則心

のあり方を知る上にも便利である。 1959年に 1957年度

(1958年前半も含む〉の分が刊行されてから，今回は第

5回目， 1961年のアジア・アフリカにおける社会主義諸

国を除く40カ国（アジア14，アフリカ26）を閑別にとり

扱っている。

総説（20ぺージ〉に続いて，アルファベット航に各国

についての当年度の政治・経lf.f•J.!!k業・ヱ梁・迎輸・貿

易あるいは外国との経済関係・財政の諸・項目，聞によっ

ては「労働者の状態」の項目が設けられている。いずれ

も脱税にすぎないが，各国の舷而する政治・経前の諮問

題が具体的にとりあげられ，とくに新興独立国に閲して

は，それらの独立過程での政治・経済問題への分析に注

意；が払われ，また各聞の「労働者の状態Jの項では労働！

構成〈性別・年齢別〉，賃金，労働者の政治・経済闘争

および共産党の動向についてふれられているのが特色の

ーっとなっている。
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引用文献には，広く国際機関のもの，欧米諮問のアツ

ア・アフリカ研究雑誌，当該諸国の政府刊行物，中央銀

行の資料や新聞，労働組合関係の資料が政nrに利用され
ている。

なお各国の概説の後には，その年度の政治・経済・外

交・労働に関する重要事項，とりわけ共産閤諸国との交

流および国内での労働運動や婦人迎助，議会の動向など

に重点をおいた簡単な年茨がついているo （今井）

n Akhtar H. Siddiqui, The economy of Pakistan ;~ 
fl a select bibliο•graj,hy, Karachi, Institute of H 
il Development Economics, 1963, 162 p. t 

パキスタン経済に関する文献目録。 1947年8月から

1962年12月までに公にされた単行本，パンフレット，政

府刊行物，学会報告自，経済会議セミナー・シンポジウ

ムに提出された学術論文，各国の英訴の雑誌論文など

4248を収録。雑誌論文は科学的永続性を有すると判断さ

れるものにmiGれ，分知基準には International Com-
mittee for Social Sciences Documentationの社会科学

部｜”jの特別分類が若干修正されて用いられている。同じ

制者－による Socialscience bibliography for Paki.巾υt

1947～53に次く・ Instituteof Development Economics 

の特別出版シリーズの一つ。巻末には詳細な著者名索引，

主題索引，採録雑誌目録が収められている。〈浜口〕

ミPeter Duignan and Kenneth M. Glazier, A ~ 
ミcliほ klistof serials for Afric，αn studies；ミ
ミbα総dOil the lib1.αE‘ie$ of. the Hoove 
ミtutio11α11dStan/ ord U』巾ersity,Stanford，ミ
ロheHoover Institution on War, Revolution ,~ 
~ and Peace, 1963, 104p. (Hoover Institution ~ 
ミBibliographical Series) 

フーパー研究所では， 1959年以降アフザカ関係資料の

収集を急速に強制iしている。ここには，フーパー研究所，

スタンフォード大学各国書館，研究機関に所放するアフ

リカ関係の逐次刊行物 (1417点〉をリストアップしてい

る。ここでは逐次刊行物を比較的広義に解釈し，新聞，

雑誌，年踏，官庁年次報告書，官報，議会議事録，また

モノグラフ・シリーズまで含めている。 1961年にアメリ

カ議会図説Ill'｛アフリカ部によって Serialsfor ilfrica11 

studiesとともに嗣さん刊行されている書誌的情報の把

揮しにくいアフリカ関係逐次刊行物斡誌として有用であ

る。 （中村〉


